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は　し　が　き

現代の日本の社会で民間企業・官公庁その他の団体に雇用されて働く

勤労者は，日本の有業者総数の70％を超えるに至った。すなわち，働く

人々の大部分がなんらかの経営体の従業員・職員になったのである。

自分がつくった小さな組織ならば，気ままにふるまったり，いやなら

ば組織をこわしてやめてしまうこともできる。しかしながら，1つの経

営体に参加する人員がふえ，秩序だった業務のやり方が必要になると，

組織と管理の形成・維持が不可欠の課題となる。そして，持抗する経営

体が定着した日本のような社会では，組織や管理についての知識や問題

点を書籍を通じて学習することがとくに重要になってきた。

ところで，経営体を動かすのは人であり，人事・労務管理の基本知識

の習得は経営体理解のための出発点である。本書は人事・労務管理の基

本知識の習得のために編集されたものであるが，編集にあたっては，単

なる知識の伝達だけではなく，管理の根本問題を掘り起こすことによっ

て読者に考えていただくように努めたつもりである。そこで，本書の特

徴を以下に説明しておきたい。

本書は，設問とそれに対する解答という形式で人事・労務管理につい

ての基礎知識を読者に学んでもらうように工夫してある。設問の範囲に

ついては，概念・理論を問うもの，技術を問うもの，制度・施策を問う

ものなど，人事・労務管理に必要なすべての基礎知識を包括するように

努力した。また，随所に実務の上で必要な情報を挿入し，企業の人事・

労務担当者や各種資格試験の受験者にも参考書ないし自己啓発書として

役立つように編集されている。

本書の構成で特色があるのは，次の諸点である。第1には，人事・労

務管理の概念や理論をとりあげるさい，従来のように欧米の学説の紹介

に終始するのゼなく，もう一歩踏みこんでそれらの意義を明らかにする



は　し　が　き

ように努め，また日本の人事・労務管理の概念および理論をも重視する

よう編成されている。第2には，個別人事管理と集団労務管理との領域

をはっきり分けて，両者のそれぞれの性格と意味を浮かびあがらせるよ

うにしてある。第3には，人事・労務管理の社会風土的特色を認識する

ために，国際比較の観点をおりこむことに努力してある。第4には，海

外人事・労務管理（第8章）についてもかなりのスペースをさき，基礎知

識の中に海外事業所における人事・労務管理関係の必要最少限の知識を

もってもらうよう工夫した。第5には，これまで注意される面が少産か

った管理職についての人事管理をも扱うようにした。管理職の人事管理

は，現在の人事・労務管理における重要な領域となりつつあるので，そ

の必要にこたえようとしたものである。

人事・労務管理を大学で学習するさいには，講義時間の制限もあって，

人事・労務管理がいかにも一筋の論理によって動かされているような印

象があたえられる。だが，現実の人事・労務管理は決して画一的なもの

ではなく，むしろ泥臭い試行錯誤の連続である。このことを伝えるため

に，第7章に業種別人事・労務管理を設け，多数の業種について業種ご

との人事・労務管理の特色をえがき出すことにした。この章は本書の第

6の大きな特色でもあって，これにより読者に柔軟で幅広い思考態度を

身につけてもらえるであろうし，実務家にも大いに役立つだろうと自負

している。また，随所に用語説明や統計を挿入して活用に備えた。

本書は，寄稿していただいた学界第一線の研究者および実業界のもっ

ともすぐれた実務家のご好意なくしては世に出ることは不可能であった。

とくに記して執筆者各位に敬意を表したいと思う。

1976年10月

白　木　他　石

津　田　真　激
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